
総　 事　 業　 費 （Ａ） ＋ （Ｂ）

職　　員　　人　　件　　費　（Ｂ）

職　   員　  人　　  工　　 数 

（　　 　参　 　考　　 　）

金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

一　般　財　源　・　そ　の　他

県 　支 出 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

源

【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

90
190
22
10

8,240
2,197
10,495

8,269

 1.10

29,513

H30年度

22,872

21,244

0

0

21,244

21,244

166
53
57
0

23,034
8,158
10,882

8,528

 1.10

50,878

R01年度

36,503

42,350

0

0

42,350

42,350

365
97
717
0

26,033
3,748
13,000

8,585

 1.10

52,545

R02年度

3.47 33.06

43,960

0

0

43,960

43,960

事業評価を体系的に行うことにより、事業のスクラップアンドビルドの面で、より客観的・効率的な判断が可能
となる。また、指標等を含めた評価結果を公表することで、意思決定のプロセスが明らかになり、行政及び市民
双方のコンセンサス醸成につながる。

なし

行政評価の実施及び実施計画の策定
事務事業評価システム運用
通学定期券購入助成
図柄入りナンバー作成負担金
スマートＩＣ設置可能性調査
エネルギー地産地消の調査研究

【平成30年度　事業内容】

行政評価の実施及び実施計画の策定
事務事業評価システム運用
通学定期券購入助成
図柄入りナンバー作成負担金
スマートＩＣ設置検討

【令和元年度　事業内容】

行政評価の実施及び実施計画の策定
事務事業評価システム運用
国土強靭化地域計画の策定
自転車活用推進計画の策定
通学定期券購入助成
スマートＩＣ実施計画書(案)及び関係機 
 関協議

【令和 2年度　事業内容】

総合計画「実施計画」の策定や行政評価の実施・公表・
活用。
政策の企画立案に伴う調査及び関連する団体等との調整
突発的な必要性が認められるような事業等への参加に
おいては、政策調査を踏まえた中で柔軟に対応していく。

企画調整事業（政策）

市職員及び協力団体

03

対象

01
02

継続　（　　  年度～　）

全ての事務事業

01

行政主体

豊かな自然のもと、市民の安全・安心な暮らしを支えるまちづくりを進めるとともに、活力ある元気な地域へと
 発展させていくことを目指し、市政の基本的施策の企画立案、新たな行政課題への対応、第2次総合計画に基づ
 いた各種施策の総合的・計画的な執行を確保するための事業調整など、各部局と連携しながら、基本構想に示す
まちづくりの実現に向けて、総合的かつ計画的な行政運営を図ります。

07

令和元年度

一般事務

08 報償費
09 旅費
11 需用費
12 役務費
13 委託料
15 工事請負費
19 負担金、補助及び交付金

7．みんなでつくる連携と協働のまちづくり

（5）行政サービスの向上

2　財政運営

①計画的・効率的な財政運営

政策経営課

政策調整担当

政策経費

1



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

□結びついている ■見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

総合計画の適正な管理を図るための行政評価を行うものである。

事務事業の検証し、改善を図ること及び事業のスクラップアンドビルドは住民サービス向上に
直結するため必要不可欠である。

H30年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

□統廃合・連携ができない ■統廃合・連携ができる

評価結果に基づく事業計画や予算編成プロセスの認識を向上させることにより成果を向上でき
る。取り巻く環境の変化に対していかに迅速に対応できるかが重要である。

全ての事務事業を体系的に検証・評価し、必要に応じて見直していくためのものであり、市民
への直接的な影響というよりも将来的にサービス低下につながる恐れがある。

健全な行政運営を実施するために行政改革の推進の観点からも、連携は必要と考えられる。

R01年度

■事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

現状では最低限の予算及び人員で対応しているため、削減の余地はない。

R02年度

■公平・公正である □見直す余地がある

事務事業遂行のための手法であるため、公平性は確保されている。

 175.00    179.00    0.00

 1.00   1.00    0.00

各事務事業の担当課において作成する事務事業シートの数

総合計画における翌４年度の事業計画の策定

 182.00    175.00   179.00

 1.00   1.00  1.00

事務事業評価シートの作成

実施計画の策定

予算編成システムと連動する行政評価システムの導入により事務の軽減が図られ、政策事業と
経常事業に整理することで事業の性質や重要性等が体系的に見やすく改善されている。
今後は、事業計画や事務事業評価を活用して、事業の取組みや実績等をより明確にした予算概
要及び成果説明資料の調査研究をする。

槌田　浩幸
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）
行政評価は、予算・決算での活用を一層進めることにより、効果的な事務事業を実践する。政策事業の事務事業評価の内容について
は、成果説明書として決算審査  の説明資料として活用しており、文書だけでなく表やグラフ・絵などを利用し、成果などより見やす
く、わかりやすいものに改善していく。

小松塚　隆雄
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

持続可能で、市民満足度の高い行政運営のために、行政評価を活用し、事務事業の不断の見直しを一層進める必要がある。この事業に
 含まれている事業について、将来的に関連担当課が主管課となるよう、組織機構改革と人員配置との連携が重要である。

件

回

 175.00    179.00    0.00

 0.00   0.00    0.00

公表する事務事業（評価）シートの数
 182.00    175.00   179.00

 0.00   0.00  0.00

事務事業評価シートの公表件数 件

2



総　 事　 業　 費 （Ａ） ＋ （Ｂ）

職　　員　　人　　件　　費　（Ｂ）

職　   員　  人　　  工　　 数 

（　　 　参　 　考　　 　）

金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

一　般　財　源　・　そ　の　他

県 　支 出 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

源

【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

24,665
26,502

6,766

 0.90

57,933

H30年度

28,387

51,167

0

0

51,167

51,167

0
37,097

6,977

 0.90

44,074

R01年度

42,610

37,097

0

0

37,097

37,097

0
62,517

7,024

 0.90

69,541

R02年度

68.52 46.71

62,517

0

0

62,517

62,517

新たな交通体系を整備していくことで、市民の移動手段を拡充できるほか、公共交通を基軸としたまちづくり方
策を具現化することができる。

ＪＲ神立駅を拠点としたバス路線と乗継拠点を検討するな
 ど、まちづくりと連携した公共交通ネットワークを構築す
る必要がある。

市公共交通会議事業
霞ヶ浦広域バスの運行（３市補助）
デマンド型乗合タクシーの運行
新規バス路線、タクシー利用助成の検討  
高齢者の運転免許の自主返納支援

【平成30年度　事業内容】

市公共交通会議事業
霞ヶ浦広域バスの運行（3市補助）
千代田神立ラインの開設（2市補助）
デマンド型乗合タクシーの運行
タクシー利用助成事業の開始
高齢者の運転免許の自主返納支援

【令和元年度　事業内容】

市公共交通会議事業
・霞ヶ浦広域バスの運行(３市補助）
・千代田神立ラインの運行(２市補助)
・デマンド型乗合タクシーの運行
・タクシー利用料金助成事業
・高齢者の運転免許の自主返納支援 

【令和 2年度　事業内容】

市地域公共交通会議の運営
・霞ヶ浦広域バスの運行
・地域公共交通網形成計画の策定
生活交通確保維持改善計画の策定

・高齢者の運転免許の自主返納に対する支援
・その他公共交通関係 

公共交通対策事業（政策）

市民

07

対象

01
02

継続　（　　  年度～　）

地域公共交通の活性化及び再生に関する法

 律

まちづくり事業全般

01

共催

地域公共交通網形成計画（平成28年3月策定）に基づき、公共交通に関わる関係者で既存の公共交通の確保・維
持、利便性の向上等に取り組み、公共交通ネットワーク全体の構築を図ります。

07

令和元年度

負担金

18 備品購入費
19 負担金、補助及び交付金

3．安全で快適に暮らせるまちづくり

（2）都市基盤の整備

1　道路・交通

⑦公共交通の充実

政策経営課

政策調整担当

政策経費

3



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

公共交通は、住民の生活に欠かせない課題であることから事業目的に結びついている。

住民のニーズを確保するためには、行政と民間事業者の連携が必要不可欠である。

H30年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

■統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

公共交通に関する事業であるため、各事業とも必要に応じて公平・公正な運営の見直しが必要
である。

地域公共交通会議において網形成計画の作成に関する協議及び実施などを行っており、今後も
持続可能な交通体系の構築は市民にとって必須である。

類似事業がないため、統合は難しい。

R01年度

□事業費の削減余地がない ■事業費の削減余地がある
□人件費の削減余地がない ■人件費の削減余地がある

民間事業者への委託やオペレーターの人件費など、精査することによってコストを削減するこ
とができる。

R02年度

□公平・公正である ■見直す余地がある

公共交通に関する事業であるため、各事業とも必要に応じて公平・公正な運営の見直しが必要
である。

  11.00  22.00    0.00

 4.00   6.00    0.00

広報誌やチラシ、ホームページ等による利用促進のＰＲ回数

公共交通に関するニーズ等調査

 3.00  11.00    22.00

 4.00   4.00  4.00

公共交通のＰＲ回数

交通事業者のヒアリング実施

公共交通の更なる利用促進を図るため、周知の徹底や乗継拠点における交通結節機能の向上、
交通弱者に対するサービスの向上、経費削減や人件費削減を合わせて検討していく。

槌田　浩幸
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（■見直し　□現状維持）

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）
新たな地域公共交通計画を策定し、市民の置かれた交通実情を把握し、利便性の高く持続可能な公共交通網の構築を目指
す。
計画を進める上では、市公共交通会議や関係部門との調整及び十分な協議を行い、市民の実情に合わせた取り組みを進める。

小松塚　隆雄
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（■見直し　□現状維持）

第１次評価者と同様。

回

回

  30,947.00   33,747.00    0.00

  38.00  72.00    0.00

目標値＝前年度実績値の1割増（R2年度はコロナの影響を加味し、前年度実績とした）

H30（3.34×12か月）、R1（月5人×12か月）、R2（月6人×12か月）

  32,850.00  34,041.00  33,747.00

  40.00  60.00    72.00

霞ヶ浦広域バス年間延べ利用者数

高齢者運転免許の自主返納者への支援数

人

人
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